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2010人勧閣議決定期の取り組みについて

－人事院勧告閣議決定をめぐる情勢と具体的な取り組み－
１．勧告の取扱いをめぐる情勢について
（１）政府は10日の勧告を受けて、同日、第１回給与関係閣僚会議を開きましたが、総務大臣、経済財政政策担当大臣、厚生労働大臣が「労働基本権制約の代償措置を尊重する基本姿勢にたって検討すべき」と勧告通りの実施を主張しました。一方、財務大臣が地域別官民較差をさらに縮小すべきとの趣旨の発言、公務員制度改革担当大臣が「祉会経済情勢や国の財政事情を考慮すれば、公務員給与についてはさらに厳しい姿勢で臨むべき」と、人勧をさらに上回る引下げを行うことを主張したと伝えられています。結局、第１回会議では、結論は次回以降に先延ばしとなりました。
給与関係閣僚会議の座長たる官房長官は、記者会見で「公務員給与の取扱いについては、国公の労働基本権制約の代償措置としての人事院勧告制度を尊重するとの基本姿勢に立って、国民の理解を得られる適正な結論を得るよう国の財政事情、経済社会情勢など国政全般の観点から検討していく」と政府の姿勢を述べています。また、勧告日に行われた公務員連絡会の主要な給与関係閣僚への申入れで、官房長官は「人勧尊重の基本姿勢に立つことは閣僚の共通認識であったが、いろいろな意見があり、これから詰めていきたい」と、総務大臣は「人勧尊重の基本姿勢に立ち、引き続き検討していきたい」と回答しています。
（２）一方、民主党公務員制度改革ＰＴは、８月５、９日に続いて20日に３回目の会議を開き、人勧問題等を議論したが、人勧尊重と更なる削減の両論が議論され、ＰＴとしての結論を得るに至っていません。
（３）例年、人勧取扱い方針の閣議決定は、臨時国会への提出をめざして９月下旬頃行われましたが、今年は民主党の代表選後に内閣改造が予定され、その新内閣のもとで本格的に検討が行われることとなるので、例年より時期が遅れることが想定されます。また、政府・民主党内にも、総人件費２割削減のために人勧を上回る給与引下げが必要との議論が存在しており、人勧取扱い方針のゆくえは予断を許さない状況にあります。
さらに、臨時国会の開会時期は現在のところ未定ですが、その中でみんなの党が公務員給与カット法案等を提出して、政府・与党を追及することが想定されており、“ねじれ”臨時国会のもとで、“政争の具”として公務員給与問題が扱われることはさけられない情勢といえます。このように本年の人勧の取扱いをめぐる情勢は、ここ数年と比べてもさらに一段と厳しさを増し、かつ不透明なものとなることが予想されます。
（４）北海道段階の動向については、札幌市人事委員会は例年どおり９月中旬ごろを目途に今年の勧告を行う方向で作業が進められ、札幌市労連として９月６日の交渉を皮切りに取り組みが進められてきています。北海道人事委員会も例年同様に10月上旬に勧告を行うことで作業が進められ、地公三者共闘会議として９月13日（月）の交渉以降、数回にわたる交渉を配置して要求実現に向けて取り組まれることとなっています。現時点ではそれぞれの人事委員会の動向等は明らかにはなっていませんが、道本部として該当単組と十分な情報共有をしながらそれぞれの人事委員会対策を強めていくこととします。
２．閣議決定に向けた当面の取り組みについて
以上の情勢認識に基づいて、今年の閣議決定期から賃金確定闘争期までの秋季闘争においては、①人勧の取扱いをはじめとした賃金・労働条件改善の取組み、②地方財政危機下にある地方公務員や独立行政法人・政府関係法人等の賃金確定の取り組み、③雇用確保と総人件費削減政策に対する取組み、④労働基本権と自律的労使関係制度確立の取組み、の４つを柱として全力で取り組みを進めていくことを公務員連絡会としてすでに方針化しています。その一方、現時点では、民主党代表選の状況や臨時国会をめぐる情勢が不確定なことから、当面、今年の人勧の取扱いに焦点を当てて取り組みを進め、その後の取り組み方針については、後日協議して方針化するとしています。

（１）閣議決定期及び賃金確定闘争の基本的な考え方
労働基本権制約の代償機能としての人事院勧告制度が、近年、歴史的・制度的に限界を迎えていることを事実として受け止めつつ、2012年の自律的労使関係制度の措置という新たな局面を迎え、団体交渉に基づく賃金・労働条件決定制度の確立をめざした新たな賃金闘争を構築することに全力を上げてきているところです。しかし、それが実現するまでは、人事院勧告制度のもとでの賃金・労働条件改善の取り組みを着実にすすめていくことが必要です。

このような考え方から、極めて問題の多い50歳台後半層の給与引下げ措置は実施しないことを含め、公務員の賃金・労働条件に対する「政治介入」の排除を求めていく必要があります。また、人事院勧告を無視した一方的な給与引下げを断じて認めない立場から、全力で取り組みを進めることとします。
（２）閣議決定に向けた当面の具体的な取組み
①　９月上旬から30日にかけて、全組合員が参加する官房長官、総務大臣宛の大型はがき提出行動を実施します。すでに道本部発483号（８月31日付）で組合員１人５人を目標に取り組みを提起し、全組合員の結集を求めているところです。
【内閣官房長官宛の要求事項】
	○　本年の人勧の取扱いの検討に当たっては、50歳台後半層の給与引き下げ措置を含め、公務員連絡会と十分交渉・協議し、合意すること。人事院勧告を無視した一方的な給与引き下げ等は絶対に行わないこと。

○　非常勤職員に育児休業等を適用する意見の申出に基づき、直ちに育児休業法を改正すること。

○　次期通常国会に、国際労働基準を満たした労働基本権確立や自律的労使関係制度整備のための関係法案を提出すること。また、法案提出にあたってはその内容を公務員連絡会と十分に協議し、合意に基づき提案すること。


②　今後の中央段階での交渉などの動向は、９月17日（金）に幹事クラスが総務省人事・恩給局次長と交渉を行い、人事院勧告の取扱い作業の進捗状況について質すとしています。また、９月28日（火）には2010秋季闘争第１次中央行動（1,000人規模、社会文化会館予定）を実施し、書記長クラスが総務省人事・恩給局長と交渉を持ち、政府の人勧取扱い方針を質すこととしています。道本部としては、定期大会開会中という事情もありますが、可能な限り第１次中央行動に結集して行くこととします。
· 仮に政府の閣議決定が第１次行動日より早まり、厳しい内容等が想定される場合は、緊急行動等を設定することが検討されています。
③　また、人勧の取扱いをめぐる情勢が一段と厳しくなった場合は、公務員連絡会は必要に応じて第２次中央行動の実施等を検討することとしています。なお、9.28第１次中央行動以降の秋期闘争の取り組みについては、民主党の代表選以降の情勢の推移を踏まえつつ、９月中旬以降に具体化するとしています。
これらを踏まえて、道本部として必要な取り組みについては別途提起することとします。
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